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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
(2)総務費

①総務管理費
1　一般管理費 職員研修実施事業 1,830,040 　職員一人ひとりが市職員としての使命と責任を自覚し、自らの資質、職務遂行能
　P88～P99 [秘書人事課] 力、政策形成能力等の向上に励み、組織の活力を高めるとともに市民が求める行政

サービスを提供できる人材の育成を目的として、職員の職階に応じた「階層別研修」、
人権啓発等の目的に応じた「特別研修」、職員の業務に応じた研修機関等に派遣す
る「派遣研修」を実施した。

　・令和6年度職員研修実施実績（延べ人数）

行政情報化推進事業 40,684,096 　市役所、各公共施設及び各教育施設を結ぶ地域イントラネット並びに同イントラ
[行財政構造改革推進室] ネットにおいて使用する各種業務システムの安定した管理・運用を行った。

　また、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用して導入したテ
レワークシステム、Web会議システム、行政手続オンライン化サービスなどの安定
した運用を行った。
　さらに、情報系端末機器及び資産管理システムの更新を実施した。

マイナンバーシステム管 25,755,038 　情報提供ネットワークシステムを使用したマイナンバーの情報連携に係るシステ
理運営事業 ム及び国・都道府県・市町村が参加する総合行政ネットワーク（LGWAN）の通信機
[行財政構造改革推進室] 器等の安定した管理・運用を行った。

住民情報系システム管理 56,076,590 　国との専用回線を利用して、住基4情報（氏名・性別・生年月日・住所）の異動
運営事業 処理等を行う住民基本台帳ネットワークシステムの安定した管理・運用を行った。
[行財政構造改革推進室]

行政情報化推進臨時的事 427,680 　阪南市議会中継システム入替のために必要となった機器等の購入を行った。
業
[行財政構造改革推進室]

住民情報系システム管理 44,468,000 　国が示すシステム標準化と本市で運用している現行システムとの実装機能の差異
運営臨時的事業 を調査するとともに、標準準拠システムへの移行を円滑に行うための事前調査、分
[行財政構造改革推進室] 析及び対応を行った。

・標準化対応支援委託料：41,250千円
　また、行政のデジタル化の推進に当たり、氏名の振り仮名を一意のものに特定し、
公証することを目的とした戸籍法、住民基本台帳法及びマイナンバー法等の一部改
正に伴う対応として、住民記録システム（COKAS-R/ADⅡ）のシステム改修を行った。
・氏名の振り仮名対応に係る住民情報システム改修委託料：3,218千円（繰越明許費）
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
自治会連合会活動推進事 6,440,000 　市内60の自治会で組織し運営している阪南市自治会連合会において、春季及び秋
業 季の総会、定例理事会及び市内一斉美化作業等を実施した。
旧[政策共創室] 　また、自治総合センターが宝くじの社会貢献広報事業として、集会施設やコミュ
現[市民共創課] ニティ活動備品の整備への助成を行っている事業を活用し、地域コミュニティの活

性化に取り組んだ。
　・自治会連合会及び各単位自治会への補助金交付
　・一般コミュニティ助成団体：桃の木台西自治会

はなてぃ管理事業 49,500 　はなてぃのロゴの利用に関する許可手続き及び着ぐるみの貸出しに関する管理を
旧［シティプロモーショ 行うとともに、今年度はクリーニングで着ぐるみのメンテナンスを行った。
ン推進課］
現［まちの活力創造課］

2　文書広報費 無料法律相談事業 1,383,660 　法律問題を解決する機会を無料で提供することが、市民生活の安定と権利保護を
　P98～P101 [人権推進課] 図る機会と位置づけ、大阪弁護士会に業務を委託することで、無料法律相談窓口を

開設した。
　・開設日数：36日（月3日） 
　・開設時間：13時～17時（定員8人）※相談時間　30分/人
　・相談者数：248人（年間相談枠　288人）
　・利用率　：86.11％

広報板修理事業 236,720 　市内に約100基設置した広報板の修理等維持管理を行った。
旧［シティプロモーショ 　・令和6年度実績：7基
ン推進課］
現［まちの活力創造課］

広報事業 14,476,631 1.広報はんなん発行事業
旧［シティプロモーショ 　　広報誌を、毎月1日に23,800部発行し、民間委託により全戸配布を行った。また、
ン推進課］ 　広報誌の内容を約60分に要約した「声の広報はんなん」のCDを作成し、視覚障が
現［まちの活力創造課］ 　い者等に毎月12枚送付した。

2.コンテンツマネジメントシステムサービス利用料/ホームページコンテンツ維持
管理保守料
　　本市ウェブサイトの管理運営を行った。
　　・令和6年度ウェブサイト総アクセス数：2,096,512件
3.モンベルフレンドエリア登録負担金
　　本市の豊かな自然環境や歴史文化などを積極的に活用し、観光資源活用型の交
　流機能の充実・強化を図ることで、本市の魅力を市内外に発信するためモンベル
　フレンドエリア登録を行った。
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
SDGs推進事業 3,814,326 1.SDGs普及啓発等事業
旧［シティプロモーショ 　　SDGs普及啓発グッズを作成し、イベント等で周知活動を実施。また、1月25日に
ン推進課］ 　はんなんSDGs万博を開催、当日は気象予報士の蓬莱大介さんを講師に招き、気候
現［まちの活力創造課］ 　変動から見るSDGsについて講演を実施し、1,826人の幅広い世代の方が参加した。

　SDGsに関するワークショップも開催し、企業、市民団体と市民の交流を図った。
2.はんなん・CO－ベネフィット創出協議会補助事業
　　本市のSDGsをより推進していくため、また、本市のSDGs未来都市計画における
　KPIを達成するために協議会を2回開催した。
3.阪南市ブルーカーボン推進事業
　　移植株の数が増加し、栄養株の確認個体数は初めての移植株数を上回り、成長
　が確認された。一方でガラモ場の造成では、移植した海藻が成長せず、原因は風
　浪や他の海藻の影響が考えられた。
　　ドローンによる空撮では、阪南市全域で約22,300㎡のアマモ場が確認された。

5　財産管理費 地域交流館管理運営事業 17,179,273 　平成26年4月1日に開館した阪南市地域交流館について、市民による自主的で公益
　P102～P111 旧[政策共創室] 的な活動、地域での福祉活動及び生涯学習活動など、市民の様々な活動の場を提供

現[市民共創課] するとともに、これらの活動が相互に連携を図ることにより、それぞれの場が有す
る機能を効果的に発揮させるため、指定管理者に管理運営をさせることなどにより
市民参画による協働のまちづくりの推進に取り組んだ（指定管理者：社会福祉法人
阪南市社会福祉協議会）。
　・利用者数：26,265人
　・利用件数： 1,179件

ふるさとまちづくり 219,107,032 　ふるさと納税ポータルサイトへの掲載を行い、全国に向けて市の魅力や特産品等
応援寄附感謝事業 を幅広く情報発信した。また、令和6年度よりポータルサイトの拡充を行い寄附額
[まちの活力創造課] の増加に努めた。

　返礼品登録・在庫管理・問い合わせ対応など一部業務を専門事業者に委託し、出
品スピードや返礼品の充実度を向上させた。
　・寄附実績：6,765件
　・寄附金：138,410,700円

6　企画費 男女共同参画推進事業 3,812,514 1.DV被害者支援女性相談事業
　P110～P115 [人権推進課] 　　DV被害者等、様々な悩みを抱えた女性の相談に、カウンセラーの資格を有する

　専門相談員が対応し、必要な支援に迅速につなぐため、適切な助言及び情報提供
　を行い、必要に応じて、法制度の教示及び関係機関との連携を行うことにより、
　相談者の支援を図った。
　様々なことを理由に、DV被害などが増加しており関係機関との連携を行うことで
　相談者の支援を図った。
　　・相談開設日：毎週月～木曜日（50分×5枠　※祝日、年末年始を除く)
　　・相談件数　：293件
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
2.「女と男のハートフル講座」
　　男女共同参画社会基本法に基づいた男女共同参画社会実現のための啓発講座を
　開催した。
　　・10月 1日実施：機関紙「大阪通信」で出会った言葉　32人
　　・10月24日実施：SDGｓからみた大阪の子ども　47人

尾崎駅周辺まちづくり 3,498,000 　尾崎駅周辺を対象としたエリア価値の向上として、公民協働でまちづくりを実施
戦略策定検討事業 していくため、勉強会、市民ワークショップなどを行い、尾崎駅周辺地区のビジョ
旧[成長戦略室] ンを検討した。
現[企画課] 　・勉強会：1回、35名参加

　・ワークショップ：1回目　32名参加、2回目　22名参加

総合計画策定等事業 191,000 　本市の最上位計画である「総合計画」の進捗を管理するため、内部評価（庁内で
旧[政策共創室] の自己評価）に加え、学識者や公募市民で構成する外部評価委員会にて外部評価を
現[企画課] 行い、総合計画の施策を計画的に推進した。

　・外部評価委員会：5回開催

総合戦略等策定事業 9,958,230 　本市の現状や課題を踏まえ、地方創生・人口減少克服のための基本目標や施策の
旧[成長戦略室] 方針を示している「阪南市総合戦略」の進捗を管理するため、庁内での自己評価・
現[企画課] 内部評価に加え、産官学金労言等で構成する「おもいやりあふれるまち阪南まち・

ひと・しごと創生委員会」にて外部評価を行い本市のまち・ひと・しごと創生を計
画的に推進した。
　また、令和7年3月末に「第2期阪南市総合戦略」の計画期間が終了するため、デ
ジタルの力を活用した人口減少対策と地域活性化を図られるよう定めた第3期阪南
市総合戦略として「阪南市デジタル田園都市構想総合戦略」及び総合戦略に基づく
施策を企画立案する上で重要な基礎として位置づける「阪南市人口ビジョン改訂版」
を作成した。
　・まち・ひと・しごと創生本部会議：8回開催
　・まち・ひと・しごと創生委員会　：5回開催

阪南テレワークステーシ 668,656 　多様な働き方の推進等に資する場を提供することにより、地域社会の活力の向上
ョン管理運営事業 を図ることを目的として設置した「阪南テレワークステーション」の管理・運営を
旧［シティプロモーショ 行った。
ン推進課］ 　・利用者延べ人数：626人
現［まちの活力創造課］ 　　　　(令和5年度：585人、昨年度より利用数は増加）
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
移住定住プロモーション 71,830 　リビング・シフトに対応した関係人口の創出・拡大や移住定住の促進を図るため、
事業 令和3年度に作成した動画やパンフレット等を活用して、本市のテレワーク環境など
旧［シティプロモーショ を都市圏（地方への移住希望者等）に対して、効果的な情報発信を通じ、魅力発信
ン推進課］ 活動を行った。
現［まちの活力創造課］

大阪関西万博推進事業 2,678,395 　大阪・関西万博会場での阪南市の地域の魅力や、連携団体との取組を通じて世界
旧［シティプロモーショ 中の来場者へ阪南市をPRするため、出展に向けて検討や調整を行った。
ン推進課］ 　また、阪南市在住の子どもたちを大阪・関西万博会場に無料招待し、周知啓発を
現［まちの活力創造課］ 行った。

8　交通防犯対策費 防犯対策事業 1,866,273 　泉南警察署に、市が設置する防犯カメラの画像を提供することにより捜査協力を
　P114～P117 [生活環境課] 行い、阪南市防犯委員会が警察と連携し、街頭指導などの防犯啓発活動を実施する

ことにより地域における防犯力の保持、向上に取り組んだ。
　・街頭犯罪発生件数：合計86件
　　　路上強盗1件、自動車盗2件、単車盗20件、自転車盗42件
　　　ひったくり1件、車上狙い4件、部品狙い16件

コミュニティバス運行事 37,465,680 　高齢者や移動手段を持たない交通弱者に対する市民病院等への送迎サービスの提
業 供及び南海線とJR阪和線との連絡を図る等、各公共施設並びに公共交通機関相互の
[都市整備課] 利便性の向上を図った。

　・令和6年度乗客数：164,395人
　・令和5年度乗客数：156,732人

交通安全対策施設整備事 23,957,162 1．駅前自転車等駐車場運営及び放置自転車対策事業
業 　　駅への交通アクセスとして自転車等の利便性向上のため、市内3か所の駐輪場の
[道路公園課] 　運営を行った。また円滑な交通の確保を図るため、駅周辺の駐輪禁止区域に

　放置された自転車等について撤去・処分を行った。
　　・自転車等撤去業務及び自転車等駐車場料金徴収業務委託：
    　自転車等駐車場（3か所）及び自転車等保管所の整理及び使用料徴収業務
    　　　鳥取ノ荘駅自転車等駐車場　収容可能台数　411台（面積=802㎡）
    　　　箱作駅自転車等駐車場　　　収容可能台数　454台（面積=1,350㎡）
    　　　和泉鳥取駅自転車等駐車場　収容可能台数　617台（面積=934㎡）
    　　　石田自転車等保管所　　　　保管可能台数　389台（面積=900㎡）
　　・自転車撤去処分：
　　　　自転車等撤去台数：92台
　　　　自転車等返還台数：11台
　　・自転車等駐車場借地：　　　　　　　　　　　　　 　
    　　鳥取ノ荘駅前自転車等駐車場借地　A=801.94㎡
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
2．交通安全対策施設設置事業　　      
　交通事故の減少や歩行者の安全確保を図るため、見通しの悪い交差点等のカ－ブ
ミラ－の設置、道路区画線等の補修などを実施した。
　　 ○工事　　　　　　　
  　  ・道路反射鏡設置・補修：42面　      
　  　・区画線設置・補修　　：2,067m
　　  ・防護柵設置・補修　　：0m   　  
　　  ・車止め設置　　　　　：4か所  　
　　 ○修繕　　　　　　　
　　  ・照明修繕：0か所  　
　　  ・照明修繕：1か所  　

9　市民活動支援費 市民活動支援事業 4,875,722 　市民協働推進委員会及び市民活動センター運営
　P116～P117 旧[政策共創室] 　市民協働によるまちづくり及び市民公益活動の活性化の推進を図るため市民協働

現[市民共創課] 推進委員会を開催した。
　市民活動センター夢プラザについては、中間支援組織として市民公益活動団体の
設立や運営などの各種支援を行うとともに、市民公益活動の担い手を増やすため、
様々な講座やイベントなどを実施した。
　・市民協働推進委員会：3回開催
　・市民活動センター夢プラザ（受託者：ぽれぽれ広場）
　　　開館日数：236日 
　　　利用者数：2,951人
　　　相談件数：112件 
　　　登録団体数：88団体

市民活動推進事業 306,431 　自治基本条例推進委員会
旧[政策共創室] 　地域まちづくり協議会条例に関する基本的事項について検討を行うため、学識者
現[市民共創課] や公共的団体の代表者、公募市民で構成する自治基本条例推進委員会にて、議論を

行った。
　・自治基本条例推進委員会：2回開催 
  ・検討部会              ：3回開催

地域運営推進事業 120,000 　「地域運営組織」の設立に向けた意識醸成のため、自治会や校区福祉委員会等を
旧[政策共創室] 対象に地域力支援研修を行った。
現[市民共創課] 　・地域力支援研修（初・中・上級）：66人（全3回）

　・地域まちづくり自慢大会（令和6年12月1日(日)）：51人
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
②徴税費

2　賦課徴収費 コンビニ等収納事業 5,706,261 　コンビニ、口座振替に加え、令和5年度より固定資産税・都市計画税、軽自動車
　P120～P123 [税務課] 税(種別割)、普通徴収の納付書にQRコードを付すことにより、地方税共通納税シス

テムを介して地方団体へ電子的納付されることとなった。また、納税方法の拡大に
伴い、事務負担の軽減及び納税者の利便性向上に繋がっている。
・令和6年度
　　口座振替　　　　　25,221件　　　887,364千円
　　コンビニ　　　　　33,210件　　　652,283千円
　　（うち電子決済　　　 9,938件　　　188,433千円）
　　共通納税　　　　　41,604件　　1,426,780千円
　　（うち電子決済　 　　4,352件　　　114,414千円）

⑦人権推進費
1　人権推進費 人権啓発推進事業 677,771 　すべての人の基本的人権の確立や擁護に向けた取組を行った。また人権尊重の精
　P138～P141 [人権推進課] 神を日常生活の中に具現化できるよう、啓発活動や擁護活動を行った。

1.市民の人権意識の高揚を図るため、市民人権啓発講座の開催した。
　〇「ヒューマンライツセミナー2024」参加者　365人
　・開催時期：7月・8月　
　・内容：講演会3回
　・テーマ：「みんなの人権」、「障がい者の人権」、「高齢者の人権」
　〇「みんなの人権教室」参加者　35人
　・第1部：人権啓発教材紙芝居「ぼくのきもち、きみのきもち」
　・第2部：人形劇場「クアパパ」による人形劇「君とボク」「三匹の子ブタ」
2.人権週間記念行事として「2024人権を考える市民の集い」を開催した。
　・実施日：12月1日（日）
　・場所：阪南市立文化センター・大ホール
　・第1部：うたとピアノの体感わくわくコンサート＆映画　テーマ戦争と平和問題
　　　　　 映画上映会「めぐみ」（拉致被害者啓発アニメ）
　・第2部：映画上映会「母と暮らせば」
  ・参加者：520人
  ・人権週間人権ポスター展
3.市民、企業、各種団体、学校等に対しての研修に資するため、人権啓発ビデオの
貸出しを行った。
　・貸出件数：15件（貸出本数：18本)

人権相談運営事業 3,512,890 　市民が抱える人権に関する様々な悩みについて相談者が主体的に判断して課題を
[人権推進課] 解決することができるよう、阪南市人権協会に相談業務を委託し、適切な助言や情

報提供を行うことにより、相談者の支援を図った。
　複合的な課題の相談が増加しており適切な助言や情報提供を行うことで相談者の
支援を図った。
　・相談延件数　235件
　 （内訳）高齢者16件、DV1件、家庭内トラブル8件、障がい者14件など
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
(3)民生費

①社会福祉費
1　社会福祉総務費 地域福祉推進事業 64,541,408 1．小地域ネットワーク活動等推進事業
　P140～P147 [市民福祉課] 　　市民が主体となった福祉の組織づくりや活動づくりを側面的に支援するため、

　社会福祉法人阪南市社会福祉協議会にコミュニティソーシャルワーカーを配置す
　るとともに、おおむね小学校区を単位とする校区（地区）福祉委員会を通じて、
　地域の要援護者に対し、日常的、定期的に支援活動を行った。
　　・延べ参加者数：22,774人　　
　　・延べ協力者数： 7,527人
2．コミュニティソーシャルワーカー配置促進事業
　　おおむね中学校区単位ごとに地域の福祉相談員であるコミュニティソーシャル
　ワーカーを配置し、援護を要する高齢者、障がい者、ひとり親家庭などへの相談
　支援を行い、地域福祉の向上を図った。
　　・施設数　　　：2か所（東西地域包括支援センターに各2人配置）
　　・延べ相談件数：2,821件
3．重層的支援体制整備事業
　〇共助の基盤づくり事業
　　　市民の身近な地域において、住民が持つ多様なニーズや、生活課題に応じた
　　共助の取組を活性化させ、地域福祉の推進を図るため、「子ども福祉委員」や
　　「まちなかサロン・まちなかカフェ」の多世代型の発展や専門職による生活・
　　福祉相談等を行った。
　　　・まちなかサロン・カフェ開催数：延べ621回　延べ参加者15,656人
　　　・ほっこり相談開設　　　　　　：13か所　
　〇参加支援事業
　　　地域社会とのつながりを回復させるための取組として、「ひきこもり支援・
　　草の根ネットワーク」で地域の社会資源や支援関係者間とのつながりづくりな
　　どの検討を行った。
　　　・ひきこもり支援・草の根ネットワーク開催数：6回
　〇多機関協働事業
　　　世帯全体の複合化した課題を包括的に受け止める総合的な相談支援体制の構
　　築を目指し、「共生の地域づくり庁内連携推進会議」の開催、「くらし丸ごと
　　相談室」での相談等の開催を行った。
　　　・庁内連携推進会議開催数： 6回　
　　　・くらし丸ごと相談件数　：37件
　〇アウトリーチ等の充実による自立相談支援機能強化事業
　　　自立相談支援機関にアウトリーチ支援員を配置し、社会参加に向けてより丁
　　寧な支援を必要とする方に対して、アウトリーチ等による積極的な情報把握に
　　より早期に支援につなぐことや、支援につながった後の集中的な支援を行うこ
　　とで、自立支援を強化した。
　　　・支援を行った人数　：24人　
　　　・アウトリーチ等回数：245回
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
3　老人福祉対策費 地域介護予防活動支援 12,539,157 1．いきいき百歳体操
　P146～P151 事業 　　週に1回程度DVDを見ながら体操している住民主体のグループに対して、市内医療

[介護保険課] 　機関や事業所の理学療法士を派遣し、定期的に体力測定を行うとともに体操や日常
[健康増進課] 　の生活に関して助言することで、効果的に介護予防に資する取組支援を実施した。

　　・グループ数：33グループ（令和6年度新規立ち上げグループ：2グループ）
2.介護予防事業運営業務委託
　　要援護者のリスクである生活機能の低下に起因する生活不活発病（転倒、骨折、
　認知症、うつ、嚥下障害、閉じこもり、低栄養状態等）を予防し、生きがいを持
　って活動できるよう、地域全体で支援し、生活機能の維持・向上を図った。

3．介護予防拠点（通いの場づくり）
　　介護予防のため高齢者主体の活動支援及び交流促進の支援として、以下の取組
　を行った。
　①住民主体で取り組む介護予防活動 ②趣味活動等を通した日中の居場所づくり
　③交流会、サロン等 ④高齢者だけでなく、一般の地域住民の参加や利用の推進
　などを含めた介護予防拠点の周知を促進したことで、市民の介護予防に関する意
　識向上につながった。
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
6　住民センター費 住民センター管理運営事 20,762,996 　コミュニティ活動の拠点を確保するため、住民センターの維持管理を行った。
　P150～P153 業 　また、地区住民のサービス向上を図るため、地区自治会等の団体を指定管理者に

旧[政策共創室] 指定し、管理運営業務の委託を行った。
現[市民共創課] 　・住民センター数　　　：　 43か所

　・住民センター使用件数：　13,725件

7　障害者総合支援 障害者総合支援法事業 1,417,429,056 1．障害支援区分認定審査会事業
　 法事業費 [市民福祉課] 　　障害者総合支援法に定める介護給付費等の支給に関する障害支援区分の審査及
　P152～P157 　び判定を行った。令和6年度は、阪南市泉南市岬町障害支援区分認定審査会の事務

　局を阪南市が担当した。
　　・開催回数：32回
　　・審査件数：479件（うち阪南市分156件）
2．更生医療給付事業
　　身体上の障がいを軽減し、日常生活を容易にするため、更生医療の指定を受け
　ている医療機関で医療が受けられるよう助成を行った。
　　・助成対象者：191人（うち人工透析分160人）
3．補装具費支給事業
　　障がいを補い、日常生活を円滑に送るため、身体に合った補装具の現物給付及
　び修理を行った。
　　・給付件数：82件
　　・修理件数：55件
4．障害者（児）居宅介護事業
　　在宅の障がい者に対してホームヘルパーを派遣し、家事や介護等のサービスを
　行い、居宅での健全で安らかな生活が営めるよう自立支援を行った。
　　・年間延べ利用者数：1,893人
5．障害者（児）短期入所事業
　　障がい者（児）を介護している方が、一時的に居宅で介護できなくなった場合
　障がい者（児）が短期的に施設に入所することにより、家族の介護負担の軽減を
　図った。
　　・年間延べ利用者数：319人
6．障害者生活介護事業
　　障害者支援施設等で、常に介護を必要とする障がい者に対して、昼間の入浴、
　排せつ及び食事等の介護、創作的活動や生産活動の機会を提供し、身体機能又は
　生活能力向上のために必要な援助を行った。
　　・年間延べ利用者数：1,435人
7．障害者就労移行支援事業
　　一般企業への就労を希望する方に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向
　上のために必要な訓練を行った。
　　・年間延べ利用者数：198人
8．障害者就労継続支援事業
　　一般企業等での就労が困難な方に、働く場を提供するとともに、知識及び能力
　の向上のために必要な訓練を行った。
　　・年間延べ利用者数：3,283人（A型527人、B型2,756人）
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
9．障害者共同生活援助事業
　　グループホームにおける地域生活の場の確保と、日常生活上の支援を行った。
　　・年間延べ利用者数：1,441人

8　地域生活支援事 地域生活支援事業 78,872,751 1．障害者（児）コミュニケーション支援事業
   業費 [市民福祉課] 　　聴覚障がい者に対し、ろうあ者福祉指導員による相談援助活動を行い、また、
　P156～P159 　手話通訳者又は要約筆記者を派遣し、社会生活における円滑な意思疎通の確保を

　図った。
　　・派遣回数：227回
2．障害者（児）日常生活用具助成事業
　　日常生活用具を給付又は貸与し、日常生活の利便性の向上を図った。
　　・件数：1,463件　　
3．障害者移動支援事業
　　移動の支援が必要な方にガイドヘルパーを派遣し、地域での自立と社会参加を
　図った。
　　・受給者証交付者数：170人　・延べ利用時間：13,307時間
4．日中一時支援事業
　　障がい者の一時的な日中活動の場の提供や、障がい者を日常的に介護している
　家族のためのレスパイト支援を行った。
　　・受給者証交付：94名　延べ利用回数：2,760回
5．地域活動支援センター等事業
　　地域活動支援センターまつのき園に、障がい者が通い、創作的活動や生産活動
　の機会の提供及び社会との交流促進の便宜を供与するなど、常勤の相談支援員を
　配置し、きめ細かな相談支援を行った。
　　・地域活動支援センター利用件数：2,039件　
　　・相談支援事業利用件数　　　　：1,478件

　
9　障害者福祉対策 障害者福祉対策事業 39,229,437 1．障害者（児）団体連合会助成事業
   費 [市民福祉課] 　　障がい者団体に対して、補助金等の交付や自主的な活動の支援等を行った。
　P158～P161 2．身体障害者緊急通報装置設置事業

　　在宅の重度身体障がい者が、急病等の緊急事態発生時に委託先の警備会社等に
　通報できることにより、本人の生命及び財産の安全を図った。
　　・設置件数：1件
3．特別障害者手当等給付事業
　　身体又は精神に著しく重度の障がいがあり、日常生活において常時特別の介護
　を必要とする状態にある在宅の方に支給した。
　　・年間件数：1,452件
4．身体障害者手帳診断助成事業
　　身体障害者手帳取得時、診断書の交付に必要な費用を助成し、手帳取得の促進
　を図った。
　　・助成件数：67件
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
10　障害者医療費 障害者医療事業 128,718,229 　「障害者医療助成事業」として、重度障がい者（児）の保険給付による医療費の
　P160～P161 [市民福祉課] 患者負担分を公費負担し、重度障がい者（児）の健康の維持及び生活の安定を図っ

た。
　・助成人数　　： 1,090人　
　・年間助成件数：31,995件

12　生活困窮者自立 生活困窮者自立相談支援 14,594,844 　生活保護受給者以外の生活困窮者に対する相談事業として支援員を配置し、生活
    支援事業費 事業 困窮者の相談に対し支援計画を作成、生活安定や就労促進など相談支援を実施した。
　P160～P163 [生活支援課] 　プロポーザル方式にて業者選定を行い、社会福祉法人阪南市社会福祉協議会へ業

務を委託した（委託期間：令和5～7年度）。
　・相談件数：179件
　・プラン作成件数：44件
　・弁護士相談件数：54件

住居確保給付金事業 1,314,500 　離職者のうち住居を失った、又は失う恐れのある人を対象として住居の確保（家
[生活支援課] 賃補助）と再就職支援を行った。

　・対象世帯：6世帯
　・就労決定：3件
　・増収：0件
　・不就労：2件
　・生活保護：1件

一時生活支援事業 137,599 　住居のない生活困窮者に対して、一定期間宿泊場所と食を提供し、その後の自立
[生活支援課] を支援した。

　・対象世帯：2世帯
　・対象人数：2人
　・居宅設定：0件
　・施設入所：2件
　・自宅へ戻る：0件

就労準備支援事業 1,601,769 　雇用による就業が著しく困難な生活困窮者に対し、就労に必要な知識及び能力の
[生活支援課] 向上のために必要な訓練を行った。

　・参加者数：9人

家計改善支援事業 5,212,201 　家計の視点から必要な情報提供や専門的な助言・指導等を行うことにより、相談
[生活支援課] 者自身の家計を管理する能力を高め、生活の再生を支援した。

　・利用世帯数：16世帯
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
②児童福祉費

1　児童福祉総務費 障害児通所支援事業 369,097,554 　障がいのある児童の保護者に対し、通所給付費を助成することにより、児童の発
　P168～P175 [市民福祉課] 達支援に取り組んだ。

　・負担率：国1/2、府1/4、市1/4
　・受給者証交付数　児童発達支援　　　　：109人　
　　　　　　　　　　放課後等デイサービス：211人
　・相談支援：延べ450人
　・児童発達支援：延べ1,220人
　・放課後等デイサービス：延べ3,315人
　・保育所等訪問支援：延べ271人
　・高額障がい児通所支援：延べ0人

助産施設入所扶助事業 2,281,527 　経済的理由で入院助産が困難な妊産婦に対して、入所扶助を実施し、母体保護を
[こども支援課] 図った。

　・負担率　：国1/2、府1/4、市1/4　自己負担あり
　・入所件数：3件

母子生活支援施設入所扶 7,665,662 　配偶者のない女子及び児童を入所させ、自立促進のための生活支援を行った。
助事業 　・負担率　：国1/2、府1/4、市1/4　自己負担あり
[こども支援課] 　・入所世帯：3世帯　

児童手当給付事業 669,610,172 　家庭等の生活の安定及び児童の健やかな成長に資するため、18歳到達後年度末ま
[こども支援課] での児童を養育する保護者に手当を支給した（令和6年9月分までは中学校卒業年度

末までが対象で、所得制限あり）。
　・支給対象延べ児童数：
　　　被用者児童手当　　　　　　　　　　　　 ： 5,076人 
　　　非被用者児童手当　　　　　　　　　　　 ： 1,460人
　　　3歳以上小学校修了前（第1・2子）　 　　 ：25,021人
　　　3歳以上小学校修了前（第3子以降）　　　 ： 2,953人
　　　小学校修了後中学校修了前、中学3年到達分：13,068人
　　　特例給付　　　　　　　　　　　　　　　 ： 　936人
　　　中学修了後18歳年度末前（第1・2子）　　 ： 4,676人
　　　3歳以上18歳年度末前（第3子以降）　　　 ： 2,675人

児童扶養手当給付事業 222,106,838 　離婚等により父又は母がいない家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するため、
[こども支援課] 手当を支給し、児童の福祉の増進を図った。

　〇全部支給（支給額/月、第1子：45,500円、第2子：10,750円追加
　　　　　　　第3子以降1人につき：6,450円追加※令和6年11月から第2子と同額）
　　母子：240人　父子：8人　養育者：0人　　計：248人　
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
　〇一部支給（支給額/月、所得額による段階制
　　　　　　　第1子：10,740円～45,490円、 第2子： 5,380～10,740円追加
　　　　　　　第3子以降1人につき：3,230円～6,440円追加
　　　　　　　※令和6年11月から第2子と同額）
　　　母子：145人　父子：13人　養育者：0人　　計：158人
　　 ※令和7年3月末現在受給者数（支給月：5月、7月、9月、11月、1月、3月）

乳幼児家庭支援事業 937,500 　2歳未満の乳幼児のいる家庭の経済的負担を軽減するため、0歳児は年間3,600L分、
[こども支援課] 1歳到達後は年間1,800L分の可燃ごみ袋を配布した。

　配布容量に応じ、45・30・15Lの選択、又は組み合わせでの選択を実施した。
・延べ配布枚数：33,170枚（972,450L）

阪南市地域子育て支援事 15,297,307 　「阪南市地域子育て支援拠点事業」と「阪南市ファミリー・サポート・センター
業 事業」を「阪南市地域子育て支援事業」として一体的に委託して実施することで、
[こども支援課] 子育て支援の充実を図った。

　・おやこ教室「レインボー」：
　　　各クラス年間2期（前・後期）に会員を募集し4教室開催
　　　　にじクラス（3か月～6か月）、
　　　　つきクラス（7か月～1歳3か月）、
　　　　おひさまクラス（1歳4か月～）
　・子育て講座　　　　　　　　　：毎月1回開催
　・おしゃべりサロン　　　　　　：毎月1回開催
　・子育て広場（リトルはらっぱ）：年間249日開催 
　・出張ひろば（にこにこルーム）：年間 50日開室
　・子育てに関する相談　　　　　：延べ136件
　・子育てに関する情報提供：
　　おやこであそぼうカレンダー2か月に1回配布、その他広告配布など　　　　　　　　
　・ファミリーサポートセンター事業：サポート件数724件
　また、阪南市森林環境譲与税基金を活用し、子育て総合支援センター砂場上屋改
修工事を行った。

- 17 -



款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
赤ちゃんの駅整備事業 6,097,300 　乳幼児連れの市民が、性別や年齢に関係なく安心して授乳やおむつ替えなどがで
[こども支援課] きるスペースの個室型ベビーケアルームを設置し、子育て支援の充実を図った。

　・設置場所（市役所本庁1階ロビー、保健センターロビー）
　市内の「赤ちゃんの駅」として登録している施設に目印のステッカーを掲示し、
市民にわかりやすく示した。
　・市内登録施設：38施設

子ども・子育て支援法等 3,568,282 　「阪南市子ども・子育て支援事業計画」に基づく施策について、点検及び評価を
運営事業 行った。また、第3期阪南市子ども・子育て支援事業計画を策定した。
[こども政策課]

施設型及び地域型保育給 585,828,970 　私立保育施設を利用する就学前の子どもの教育・保育に係る費用を、保育施設に
付事業 対し施設型給付費として給付した。
[こども政策課] 　・給付対象年間延べ児童数

　　　ワンワン認定こども園　：1,572人
　　　アルン西鳥取夢学舎　　：1,445人
　　　しいの実こども園　　　：1,472人
　　　桃の木の森こども園 　 ：1,253人
　　　飛鳥ゆめ学舎　　　　　：1,074人
　　　ひかりこども園　 　　 ：18人
　　　たるいこども園　 　　 ：24人
　　　ルーテルこども園　 　 ：16人
　　　双葉児童園　　　　　　：2人
　　　浜風こども園　　　 　 ：3人
　　　ニチイキッズ泉南保育園：5人

施設等利用給付事業 2,106,800 　幼児教育・保育の無償化の対象となる認可外保育施設やファミリー・サポート・
[こども政策課] センター事業を利用する就学前の子どもの利用者負担金の一部の費用を、保護者等

に対し施設等利用給付費として給付した。
　・給付対象年間延べ児童数：48人

物価高騰対策給食費支援 18,818,400 　物価の高騰等を受けた子育て世帯の負担を軽減するため、保育施設にて生じる利
事業 用者の給食費を、利用者に代わり保育施設に支給した。
[こども政策課] 　・対象施設数：5施設

2　児童福祉施設費 公立保育所運営事業 144,232,658 　保護者が就労等の事由により、家庭において保育することができない児童につい
　P174～P181 [こども政策課] て、保育を実施し、児童の健全な育成と安全の確保に取り組んだ。

　・公立保育所数　　　：2施設　　
　・年間延べ利用児童数：2,354人
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
私立保育施設運営費補助 90,055,635 　私立保育施設利用児童の健全な育成、及び円滑な施設運営を支援するため、各種
事業 補助金等を交付した。
[こども政策課] 　・運営費補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：5施設

　・延長保育費補助　　　　　　　　　　　　　　　　　：5施設
　・障害児保育費補助　　　　　　　　　　　　　　　　：2施設
　・一時預かり事業費補助　　　　　　　　　　　　　　：1施設
　・病児保育事業費補助　　　　　　　　　　　　　　　：1施設
　・子育て支援事業費補助　　　　　　　　　　　　　　：5施設
　・保育士等キャリアアップ研修費補助　　　　　　　　：4施設
　・保育士等就職支援補助　　　　　　　　　　　　　　：4施設
　・文化センター指定管理委託料（使用料等相当分）補助：3施設

旧尾崎中学校解体関連 227,137,900 　旧尾崎中学校の校舎棟等の解体工事を行った。
業
[こども政策課]

木のぬくもり推進事業 311,744 　森林環境譲与税を活用し、公立保育所に木製品の玩具等を導入した。
[こども政策課] 　・導入施設数：2施設

3　障害児通園施設 障害児通園事業 15,548,130 　 児童発達支援センターたんぽぽ園として、就学前の障がいのある、又は発達に
 　費 [市民福祉課] 支援が必要な児童に対し、日常生活の自立支援や機能訓練を提供した。
　P180～P181 　・児童発達支援事業　　　　：定員24人　

　・放課後等デイサービス事業：定員10人

4　家庭児童相談費 家庭児童相談室運営事業 3,652,505 　家庭における児童の健全な育成と福祉の向上を目的に、家庭児童相談員が児童虐
　P182～P183 [こども支援課] 待や児童の発達に関する相談を受けた。

　・要保護児童対策地域協議会　代表者会議・実務者会議

子育て支援家庭訪問事業 1,095,072 　家庭訪問員（保育士）等が子育てに不安のある家庭を訪問し、子育て相談・子育
[こども支援課] て支援を通じて児童虐待の防止に取り組んだ。

　・子育て支援家庭訪問（9世帯）への訪問：延べ37回

5　母子福祉対策費 母子家庭自立支援給付事 277,800 　児童扶養手当を受給しているひとり親家庭の父、又は母の自主的な職業能力の開
　P182～P185 業 発の取組を推進するため、市民からの相談に応じ自立の促進を図った。

[こども支援課] 　・相談人数：7人　　
　・給付人数：1人
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
高等職業訓練促進事業 4,638,800 　児童扶養手当を受給しているひとり親家庭の父、又は母が看護師や保育士など高
[こども支援課] 等技能を習得し、安定した収入を得るため、就学中の生活費や諸費用の負担を軽減

する目的で補助した。
　〇促進給付金　　　※令和7年3月末現在　　
　　・非課税世帯（最終学年加算あり）：月額140,000円　2人
　〇修了支援給付金　※令和7年3月末現在  　
　　・非課税世帯：50,000円　2人　
　　・課税世帯　：25,000円　0人

ひとり親家庭医療費助成 39,452,413 　ひとり親家庭に対し、医療費の一部を助成することにより、生活の安定と児童の
事業 健全な育成を図った。
[こども支援課] 　・年間延べ助成件数：13,247件　　※令和7年3月末現在　

　・受給対象世帯数　：510世帯（対象者：親510人、子：785人）

6　子ども福祉対策費 子ども医療費助成事業 150,445,955 　子育て中の家庭の精神的・経済的負担を軽減し、子どもの健全な育成と福祉の向
　P184～P185 [こども支援課] 上を図るため、子どもの医療費の助成を行った。

　なお、対象者は入院、通院ともに令和6年10月診療分から18歳に到達した最初の
年度末まで拡充した。
　・医療費助成対象者数　：5,822人　　※令和7年3月末現在
　・医療費助成件数　　　：68,002件
　・子ども医療府制度件数：入院141件　通院12,708件
　・子ども医療市制度件数：入院286件　通院54,560件
　・食事療養費助成件数　：307件

④ 生活保護費
1　生活保護費 生活保護扶助事業 977,074,902 　生活に困窮する市民に対し、その困窮の程度に応じて必要な保護を行い、最低限
　P186～P191 [生活支援課] 度の生活を保障するとともに、自立助長に取り組んだ。

　〇保護世帯、人員、保護率（令和7年4月1日時点）
　　・保護世帯：449世帯
　　・保護人員：522人
　　・保護率　：10.47‰
　〇保護世帯類型別（令和7年4月1日時点）
　　・高齢：288世帯
　　・母子：9世帯
　　・傷病・障がい：119世帯
　　・その他：33世帯
　〇世帯人員別（令和7年4月1日時点）
　　・単身：390世帯
　　・2人世帯：49世帯
　　・世帯数3～7人：10世帯
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
　〇相談、申請、開廃止 (職権保護を含む）
　　・相談件数：322件
　　・申請件数：66件
　　・開始件数：60件
　　・廃止件数：70件
　〇保護の開始理由別（職権保護開始を含む）
　　　傷病8件、失業4件、転入2件、急迫保護2件、稼働者と離別等1件、
　　　預貯金減17件、収入減2件、社会保障給付金減2件、仕送り減7件、
　　　老齢による収入減7件、その他8件
　〇保護の廃止理由別 (職権保護廃止を含む）
　　・死亡：26件
　　・転出等：10件
　　・就労自立：5件
　　・年金等受給・増加：3件
　　・扶養援助：3件
　　・施設入所2件
　　・医療費の他法負担：1件
　　・その他：20件
　〇就労自立給付金
　　・支援世帯：6世帯
　　・支給総額：213,310円
　　・支給平均額：35,551円
　〇進学準備給付金
　　・支給世帯：1世帯
　　・支給総額：100,000円

被保護者健康管理支援事 4,443,096 　看護師を配置し、健康管理が困難な被保護者に対し、保健又は生活指導を実施す
業 るとともに、医療扶助の適正化を図った。
[生活支援課] 　・対象者：24人

　・家庭訪問：236件
　・病院訪問：8件
　・施設訪問：1件
　・主治医面談：4件
　・嘱託医協議：34件

就労等支援事業 3,709,793 　稼働年齢層に対し、実務経験のある就労支援専門員を配置し、就労支援の強化を
[生活支援課] 図った。

　・対象者：21人
　・支援回数：113回
　・就職者：5人
　・就労自立：1人
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
(4)衛生費

①保健衛生費
2　予防費 予防対策事業 180,489,304 1．看護師職養成所運営事業
　P192～P197 [健康増進課] 　　泉佐野泉南医師会看護専門学校において運営する正看護師養成機関の運営経費

　を負担し、看護師の確保対策を図った。
 　　 ・阪南市内医療機関就職人数：4人
2．予防接種実施事業
　　予防接種法に基づき、伝染のおそれがある疾病の発生及びまん延を予防するた
　め、定期予防接種（A類疾病・B類疾病）を実施した。
　　また、先天性風しん症候群及び百日咳の発生予防を目的に、任意予防接種の費
　用助成を実施した。

3．予防接種健康被害対策事業
　　定期又は臨時の予防接種を受けた者が疾病にかかり障がいの状態となり、又は
　死亡した場合において、厚生労働大臣が当該疾病、障がい又は死亡が当該予防接
　種を受けたことによるものであると認定した時は、医療費及び医療手当、障害年
　金等の給付が行われるため、対象となる人に健康被害救済を行った。　　　　
　　・健康被害救済対象者：2人
4．泉州医療圏二次救急医療対策事業
　　休日又は夜間における入院治療を必要とする重症救急患者の医療を泉州医療圏
　内の病院群が共同連携して確保する方式に参加する医療機関の運営に要する費用
　の一部補助を行った。
　　・病院輪番制運営事業患者数　：79,703人
　　・小児救急医療支援事業患者数：11,190人
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
5．泉州南部初期急病センター運営事業
　　泉佐野市、泉南市、阪南市、熊取町、田尻町及び岬町の3市3町の初期救急体制
　を確保するため、泉州南部初期急病センターが運営する事業費等を負担すること
　により、地域住民に対する円滑な初期救急事業の提供を行った。
　　・阪南市民利用者数：　936人
　　・全利用者数　　　：6,882人

3　健康増進事業費 健康増進事業 43,723,746 1.健康増進事業
　P196～P199 [健康増進課] 　　市民の健康の保持、増進を図り、疾病の早期発見、早期治療に結びつけるとと

　もに、要介護状態に陥るのを防ぐため、各事業を実施した。
　　①健康手帳交付：662人交付
　　②健康教育：実施15回、延べ195人参加

                  

　  ③健康相談：370回実施、延べ441人参加

　  ④健康診査

　　⑤訪問指導：実人数2人、延べ5人
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
2．石綿読影の精度に係る調査事業
　　過去に石綿にばく露した可能性のある人に対し、健康被害への不安を和らげる
　とともに、自身の健康状態を確認し、健康管理に役立てるため、市が実施する既
　存検診に加えて、国が実施する追加的な検査を行った。
　　・受診者数：18人
3.自殺予防対策事業
　　近年、自殺者は減少傾向にあるが、地域ぐるみの自殺予防対策が必要とされる
　ことから、泉佐野保健所と連携し、自殺の防止を中心に総合的かつ効果的な自殺
　対策を推進した。
　　・自殺者数　　　　　　　　　： 5人
　　・自殺死亡率（対人口10万人）：10.0％

4　母子事業費 母子保健事業 78,961,015 1．母子保健事業
　P198～P201 [健康増進課] 　　母性並びに乳幼児の健康の保持及び増進を図るため、保健指導・健康診査・医療

　その他の措置を講じ、母子保健の向上を図ることを目的として次の事業を実施した。
　　①母子健康手帳の交付：実人数206人
　　②健康教育：59回実施、延べ880人参加　　　　　　　　　　

　　③健康相談：1,557回実施、延べ1,882人参加　
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
　　④健康診査
　　4か月児・1歳7か月児・3歳6か月児健康診査未受診者については、すくすく健診、
　保育所通所・幼稚園通園の確認、保健師による家庭訪問等にて、対象児の状況を
　確認した。

　　⑤訪問指導　延べ人数：705人                       
　　　・妊産婦訪問：313人
　　　・未熟児訪問：　3人
　　　・新生児訪問： 19人
　　　・乳児訪問　：227人
　　　・幼児訪問　：143人
　　⑥不妊不育治療費助成事業　
　　　　不妊症及び不育症のため子どもに恵まれない夫婦に対し、不妊治療及び不
　　　育治療に要する費用の一部を助成することにより、当該夫婦の経済的負担を
　　　軽減し、子どもを産みやすい環境の確保を図った。　　
　　　・助成人数：44人
2.泉州広域母子医療センター運営事業
　　泉州地域における周産期医療提供体制を確保するため、泉州広域母子医療セン
　ターとして、りんくう総合医療センターに周産期センターを市立貝塚病院に産婦
　人科医療センターを整備、運営する事業に対し分担金を負担した。
　　・阪南市分娩件数：58人
　　・全分娩件数　　：618人
3.出産・子育て応援交付金事業
　　安心して出産・子育てができるよう、妊娠時から出産・子育てまで一貫して相
　談に応じ、必要な支援につなぐ伴走型相談支援と経済的支援（計10万円）を一体
　として実施した（事業開始日：令和5年1月1日）。
　　・出産応援給付金　（妊婦1人につき5万円）
　　・子育て応援給付金（子どもの養育者に対し、子ども1人につき5万円）
　　　　支給対象者数：合計396名
　　　　　出産応援ギフト対象人数（うち事業開始前遡及者）：210人
　　　　　子育て応援ギフト対象人数：186人
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
未熟児養育医療給付事業 884,441 　未熟児を抱えた家庭の負担を軽減し、健全な育成と福祉の増進を図るため、未熟
[こども支援課] 児の医療費の助成を行った。なお、対象となる未熟性については、医師が入院養育

を必要と認めた場合としている。
　・医療費助成対象者数：4人
　・医療費給付件数　　：6件

5　保健センター費 保健センター管理運営事 30,129,760 　保健活動の拠点である保健センターの施設維持管理を行った。
　P200～P203 業

[健康増進課]

6　環境衛生費 空家等適正管理事業 76,432 　空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく阪南市空家等対策協議会において、
　P202～P203 [都市整備課] 本市における特定空家等の対応を含めた空家等対策の推進に努めた。また、雑草の

繁茂や、環境衛生上問題のある空家に対して、助言・指導を行った。
　・阪南市空き家バンクの周知に努め空き家バンクの活用を促進した。
　・空家　利活用相談会の実施：実施回数5回　相談件数9件
　・法12条に基づく助言件数：96件
　・法22条に基づく指導件数： 2件
　・法22条に基づく勧告件数： 1件

7　公害対策総務費 環境保全対策運営事業 1,187,961 　騒音規制法第18条に基づき、道路沿道における自動車騒音の測定及び、測定値を
　P204～P205 [生活環境課] 用いた面的評価を実施し、環境基準の達成状況を把握した。

　また、大阪版地方分権推進制度により権限移譲を受けた公害事務について事業所
への立入検査等を行い市域の環境保全に取り組んだ。
　・環境騒音調査（市域道路沿道3地点）：すべての地点で環境基準達成
　・立入調査件数：41件
　　　　　　　（水質：21件、大気：16件、土壌：1件、騒音：2件、悪臭：1件）

8　火葬場費 泉南阪南共立火葬場事業 20,524,390 　平成31年4月より、泉南市との広域連携により火葬場を運営した。
　P204～P205 [生活環境課] 　・火葬件数（遺体）：合計633件　(12歳以上628件、12歳未満0件、死産児5件)

　　　　　　　　　

9　病院費 病院事業会計繰出金 283,662,152 　市民病院の持続可能な病院運営のため、一般会計から繰り入れを行うとともに政
　P204～P205 [健康増進課] 策的医療の提供体制を維持するため、指定管理者に政策的医療等交付金を交付した。
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
②清掃費 一般廃棄物収集事業 188,507,134 　可燃ごみは週2回、空き缶･空き瓶はおおむね月2回、プラスチック製容器包装は

2　塵芥処理費 [資源対策課] 週1回、ペットボトル・紙製容器包装類・ダンボールは隔週1回、古布はおおむね月
　P206～P209 1回収集を行った。

　行政サービス協働化制度「はなてぃアクション事業」において、採択された家庭
ごみ収集運搬業務について、民間業者に市内収集運搬コースの一部を委託した。
　紙パック・電池は、市の指定する施設（住民センター等）に設置している回収ボ
ックスに各自で投入してもらい、随時収集した（紙パック40か所・電池49か所）。
　　・令和6年度ごみ収集量（単位：t）

泉南清掃事務組合負担金 436,195,000 　収集したごみは泉南清掃事務組合に搬入し、可燃ごみは全量焼却処分し、粗大
[資源対策課] ごみは破砕・選別し、資源化と焼却処分を行った。資源ごみは選別し再資源化を

図り、電池については、業者が適正に処理を行った。
　また、市収集資源ごみのうち紙類・古布については、資源回収業者に直接搬入
し、再資源化を図った。
　　・令和6年度ごみ搬入量（単位：t）　　　　　　　　　　　　　　
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
有価物集団回収推進事業 1,850,200 　ごみの減量化、再資源化の推進を図るため、阪南市内の各種団体(自治会・学校
[資源対策課] PTA・子ども会等)のうち、市に登録している非営利団体を対象に、回収した有価物

1Kgあたり3円の報奨金を交付した。
　　・実施団体：63団体
　　・報償金額：1,850,200円
　　・回収品量：合計618,353kg
　　　　新聞　　：330,624㎏
　　　　雑誌　　：93,633㎏
　　　　段ボール：151,377㎏
　　　　古布　　：17,956㎏
　　　　アルミ缶：24,547㎏
　　　　紙パック：216㎏

分別収集啓発事業 802,337 　ごみ収集日程表を3月広報誌に折り込み、市内全世帯に配布を行った。転入者に
[資源対策課] 対しては、市民課で手交した。　　　　　　　　　　　　　　　　

　また、不適正に排出されているごみについての啓発や、資源ごみ持ち去り対策の
パトロール及び看板設置を継続して行った。

3　し尿処理施設費 し尿処理施設運営事業 204,652,155 　MIZUTAMA館の適正かつ安定的な運転を通じ、生活環境の保全及び公衆衛生の向上
　P208～P211 [生活環境課] を図った。

　①し尿等の搬入量
　　・合計量 ：24,152kL
　　　　　　　（し尿：8,119kL、浄化槽汚泥：16,033kL）
　　・1日平均：66.2kL
　②脱水汚泥等の処分量
　　・合計量：655t
　　　　　　（脱水汚泥：611t、清掃汚泥：27t、沈砂汚泥：6t、脱水し渣：11t）
　　・1日平均：1.8t
　③放流水の水質（通年、計画値・府基準値内の実績となっている）
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
し尿処理施設脱炭素化事 3,795,000 　効率的な施設運営と公共施設の脱炭素化を推進するため、し尿処理施設であるは
業 んなん浄化センターMIZUTAMA館において、再生可能エネルギー設備である太陽光発
[生活環境課] 電設備の導入に向けた設計委託を実施した。

4　し尿処理費 合併処理浄化槽設置 3,053,600 　公共下水道未整備区域のうち下水道事業認可区域外の地域であって、汲み取り式
　P210～P211 整備事業 トイレ又は単独処理浄化槽から合併処理浄化槽に切り替えた市民に対し助成を行い、

[生活環境課] 公共用水域の水質、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図った。
　〇補助実績
　　・5人槽：3件
　　・7人槽：1件
　　・10人槽：1件
　　・単独処理浄化槽撤去費：3件
　　・宅内配管工事費：3件

(5)農林水産業費
①農業費

3　農業振興費 グリーンファーム開墾事 1,300,000 　SDGsの理念に基づく持続可能なまちづくりの取組のひとつとして、令和4年度を
　P214～P217 業 初年度とし、遊休農地を活用した茶畑の開墾事業を進め茶畑を維持拡大した。

旧［シティプロモーショ 茶摘みイベント等を開催し事業の周知を行った。
ン推進課］
現［まちの活力創造課］

4　農地費 農業用施設維持補修事 750,945 　農業の生産性の向上と農作業の効率を図るため、農業用水路等の改修及び維持補
　P216～P217 業 修等の工事を行った。

[河川農水課] 　・その他小工事：6件 

5　老朽ため池整 ため池整備維持補修事 10,661,900 　農業用水源の確保と洪水調整機能の向上を図るため、ため池の改修整備及び維持
   備事業費 業 補修等の工事を行った。
　P216～P217 [河川農水課] 　・その他小工事：4件

　スマホ対応型簡易防災テレメータ9局（蓮池・音羽池・自然田新池・狭間池・東
新池・鳥取池・大谷池・裏芝池・下出宮池）の維持管理負担金を支払った。
　・ため池防災テレメータ維持管理負担金
　「大阪府ため池防災・減災アクションプラン」に位置づけられている「ため池ハ
ザードマップ作成支援事業」を活用し、池谷上池・池谷下池・東新池・狭間池・平
池・宮ノ下池・濁池の計7か所のため池ハザードマップを作成した。
　・ため池ハザードマップ作成業務委託

②林業費
3　林道維持費 林道維持管理事業 779,900 　市内林道10路線に対する維持補修等の小工事を行った。
　P218～P219 [河川農水課] 　・その他小工事：4件
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
③水産業費

2　水産業振興費 漁業経営継続支援事業 1,500,000 　現在、様々な物価が高騰しているなか、地産地消の漁業振興に取り組む市内漁協
　P218～P219 [河川農水課] が実施する催し等の事業を支援することにより、地元産の魚介類等の市内流通の活

性化と市民への提供価格の低価格化につなげるため、物価高騰対応重点支援地方創
生臨時交付金を活用し、市内3漁協に補助金を交付した。
　〇物価高騰対策漁業振興活動補助金
　　・尾崎漁業協同組合  ：500,000円
　　・西鳥取漁業協同組合：500,000円
　　・下荘漁業協同組合  ：500,000円

箱作潮干狩場管理運営 1,000,000 　現在、様々な物価が高騰しているなか、例年開催されている潮干狩場について、
業務支援事業 その要する運営経費の負担軽減を図り、本市の観光振興及び公共の福利厚生に資す
[河川農水課] るため、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、箱作海水浴場管

合に対して補助金を交付した。
　〇箱作潮干狩場管理運営業務支援補助金
　　・箱作海水浴場管理組合：1,000,0000円

(6)商工費
①商工観光費

2  商工振興費 商工会補助金 10,980,000 　経営支援等により地域商工業者の発展に重要な役割を果たす商工会が行う事業へ
　P220～P223 旧[まちの活力創造課] の補助を行った。

現[企画課]

企業誘致促進奨励金 2,086,000 　企業誘致促進条例に規定する指定企業に対して奨励金交付を実施した。
旧[まちの活力創造課] 　・企業誘致促進奨励金交付数：2社
現[企画課]

商業振興PR事業 2,452,561 　手にとってもらいやすく視覚に訴えかけるようなPRパンフレット及びパンフレッ
旧[まちの活力創造課] トを読み込めるQRコードを印刷したカードを作成し、交流人口の拡大につなげると
現[企画課] ともに、本市の知名度向上を図った。

創業・事業承継推奨推進 561,000 　創業支援等事業計画に基づき創業塾の開催を補助し、本市での創業を支援した。
事業 　・創業・第2創業等セミナー開催補助金
旧[まちの活力創造課] 　　　創業塾：令和6年12月14日、21日の計2日間、4回受講（受講者数：5人）
現[企画課]
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
地場産品開発支援補助金 8,000,000 　急激な物価高騰等の影響を受けている地域事業者への支援として、本市の特色と
旧[まちの活力創造課] 地域資源を活かした魅力ある地場産品の開発とその地場産品のプロモーションを行
現[企画課] うことにより、地域特性を踏まえた生産性向上及び地域経済の活性化を図るため、

阪南市商工会が実施する開発支援事業その他の地域事業者への総合的な振興と発展
に資する事業に対して補助金を交付した。
　・新商品として本市で農家を営む事業者の農産物を原料としたビールの開発
　・16事業者が30種類の商品を開発し、小箱に地場産品の魅力を詰め込んだ
　　「寶（たから）箱」の開発

トラック運送事業者燃料 1,509,200 　燃料油価格高騰の影響により、経営状況の厳しい阪南市内のトラック運送事業者
高騰支援補助金 を支援するために、大阪府トラック協会泉州支部が行う燃料高騰対策支援金に対し
旧[まちの活力創造課] 補助金を交付することで、阪南市内のトラック運送事業者の持続的で安定した経営
現[企画課] を補助した。

　・交付対象トラック数：196台

3  観光振興費 観光振興対策事業 12,792,530 　ビーチバレー大会を実施した。また、やぐらパレードについては、観光振興事業
　P222～P223 [まちの活力創造課] として側面的支援を行った。

　加えて、一般社団法人阪南市観光協会が行う新酒お披露目会やすだて遊び体験な
どの既存体験コンテンツの販売プロモーションを強化し、販売を行った。

泉州地域版DMOによる 2,023,000 　観光地域づくりの舵取り役として、多様な関係者と協働し、地域資源のプロモー
観光振興事業 ションや一元的な情報発信、体験型観光の提供、マーケティング機能の強化等の事
[まちの活力創造課] 業を展開する堺市以南の13市町（9市4町）と民間企業などの官民が一体となった地

域連携DMO（一般社団法人KIX泉州ツーリズムビューロー）を支援することにより、
地域内へ継続的・安定的に観光客を誘客し、泉州地域の文化の創造、地域経済の発
展に寄与した。

葛城修験事業 1,000,000 　葛城修験の更なる普及啓発を図るため、「日本遺産葛城修験認定5周年記念イベ
[まちの活力創造課] ント」として、展示ブース、体験ブース、飲食ブースの3つのブースを設置した。

物価高騰対策観光 5,000,000 　国際情勢等に起因する急激なガソリン代の高騰の影響を受ける地域事業者への
振興支援事業 支援として、地域経済の活性化を図るため、一般社団法人阪南市観光協会が実施す
[まちの活力創造課] る観光誘客促進につながる事業に対し、観光振興支援補助金を交付した。

　具体的には、イベント事業（第3回泉州阪南牡蠣フェスティバル、山中渓夜桜祭）
とPRグッズ製作事業（のぼり、ステッカー、バッジ）及び牡蠣取り扱い店舗増加事
業を実施した。
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
特別体験の提供等による 15,000,000 　関西国際空港から電車で20分の至近距離にあり、大阪市内からも40分で訪れるこ
インバウンド消費の拡大 とができる位置にありながら、インバウンド誘客に対し①知名度不足、②観光イン
・質向上推進事業 フラ（受入体制）の未整備、③観光資源と深くかかわる暮らし文化をつなぐストー
[まちの活力創造課] リーがぜい弱で情報発信不足等、その利点を十分に活用できていないなど課題があ

る中で、2025年に開催される大阪･関西万博を見据え、関西国際空港から流入する
インバウンドに対し、山車（やぐら）を使用した阪南市の伝統行事である「やぐら
パレード」、本祭の「宮上がり」及び「神輿渡御」を活用した体験コンテンツを造
成し、これまでにない特別な体験コンテンツへと昇華させるとともに、造成する体
験コンテンツをフックとし、インバウンドに対する阪南市の認知度向上、地域の受
け入れ体制の整備及びシビックプライドの醸成へとつなげた。
・販売実績
　　プラン①市役所前特別観覧席でみるやぐらパレードと老舗料亭での夕食
　　　　　　設定数100人：実績0人
　　プラン②パレードコース上の特別観覧席でみるやぐらパレード(食事付)　
　　　　　　設定数70人：実績16人
　　プラン③特別観覧席(市役所前・パレードコース)でみるやぐらパレード(食事付)　
　　　　　　設定数30人：実績30人
　　プラン④語り部とめぐる波多神社やぐら宮入(難波発着)　
　　　　　　設定数15人：実績5人
　　プラン⑤波多神社御輿渡御を間近で見られる体験ツアー(難波発着)　
　　　　　　設定数15人：実績5人
　　プラン⑥語り部とめぐるやぐら部屋見学と大阪最古の酒蔵見学　
　　　　　　設定数20人：実績0人

地域観光新発見事業 10,000,000 　関西国際空港から電車で20分、大阪市内からも40分で訪れることができるという
[まちの活力創造課] 位置にありながら、国内・外における観光地としての認知度の低さ、観光客の受け

入れ体制の未整備、ターゲットに合った情報発信の不足などの理由から、その利点
を十分に活用できていなかった。阪南市内の外国人観光客からのニーズが高い豊富
な「地元の食」資源を中心とした地域資源の掘り起こし、既存資源の十分な磨き上
げを行い、新たな観光コンテンツを造成した。
　・造成ツアー
　　　①浜街道に佇む尾崎別院で「和」空間×阪南地産地消の「和食」体験
　　　②大阪最古の酒蔵「浪花酒造」で、自分だけの日本酒カクテル作り体験
　　　③300年の歴史を誇る大阪最古の酒蔵。蔵元と酒米おにぎり作り体験

- 32 -



款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
4　雇用対策費 労働行政連絡調整事業 3,679,902 　就職困難者等に対する雇用・就労施策を総合的かつ計画的に推進するため、地域
　P222～P223 （地域就労支援事業） 就労支援コーディネーターによる相談業務を行うとともに、キャリアカウンセラー

[生活環境課] による就労生活相談を行った。また、就労支援のためのセミナー等を実施した。
　○地域就労支援相談（地域就労支援コーディネーター）
　　・開設日：毎週月～金曜日、8時45分～17時15分
　　・相談件数（相談者数）：103件（29人）
　○就労生活相談（キャリアカウンセラー）
　　・開設日： 毎月第1・2・4木曜日、13時～17時
　　・相談件数（相談者数）：31件（7人）
　○職業能力開発講座
　　・履歴書の美文字レッスン（令和7年3月5日/参加者3人）
　　・パソコン講習会（令和7年3月10日～3月21日のうち7日間/参加者4人）

　　　
5　消費者行政対策 消費者相談事業 2,442,440 　国の消費者行政推進交付金を活用し、相談体制の強化を図るため、平成29年度か
 　費 [生活環境課] ら窓口の開設日を週3日から週4日へ増設し「消費生活センター」とした相談体制を
　P224～P225 維持するとともに、消費生活相談員及び行政職員の研修参加等により担当者のレベ

ルアップを図った。また、関係団体等と連携して、相談窓口の周知に努めた。
　さらに、多発する相談事例についてはSNS等を活用し速やかに情報提供を行うこ
とで、被害の未然防止に努めた。
　・消費者相談開設日：毎週月・火・水・金曜日　13時～16時
　・相談件数：141件

(7)土木費
①土木管理費

1　土木総務費 道路台帳更新整備事業 1,716,000 　阪南市道路情報管理システムの地図修正及び保守点検を実施した。
　P224～P227 [道路公園課]

 

アダプトプログラム 218,722 　地域住民による公共施設の環境美化の推進と地域に愛される公共施設づくりを目
推進事業 的に、地域ボランティア団体へ清掃用具等の物品支給をするなど、活動支援を行った。
[道路公園課] 　　アダプトプログラム（まちの里親制度）推進事業：

　　　清掃用具等の支給　　　　　　　　　　　　
　　　・令和6年度新規登録団体数　　： 1団体
　　  ・令和6年度末現在の登録団体数：25団体
　　  ・令和6年度末新規活動区域数　： 1か所
　　　・令和6年度末現在の活動区域数：35か所
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
②道路橋りょう費

1　道路維持費 道路維持管理事業 46,055,267 　市民生活と直結する市道等の生活道路環境を保全するため、舗装改修工事等を実
　P226～P229 [道路公園課] 施し、既存道路の維持補修に取り組んだ。

　○工事　　　　　　　　　　　　　　　　
　　・その他の小工事：57件
　○道路管理業務委託　　　　　　　  　　　　　
　　・箱作駅前エレベーター保守点検　 　　　　　
　　・和泉鳥取駅公衆トイレ管理委託　　　　　　　　
　　・その他道路管理業務委託（草刈り等）　　　　

道路改修事業（計画分） 143,554,501 　舗装修繕計画に基づき、舗装面積測量業務及び舗装修繕工事を実施した。
[道路公園課] 　また、橋梁について5年に1度の法定点検を行い、橋梁長寿命化修繕計画に基づ

き、計画的な修繕が必要な橋梁に関しての設計を実施した。
　○委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　
　　・市内舗装面積測量業務委託　　　
　　・箱の浦線道路法面改修設計業務委託　　　
  ○工事　　　　　　　　　　　　　　　　　
  　・いずみが丘地区舗装補修工事　・尾崎地区舗装修繕工事　　　 　　 
  　・上荘地区舗装修繕工事　　 　 ・東鳥取地区舗装修繕工事　　　 　 
　　・緑ヶ丘地区舗装修繕工事      ・西鳥取地区舗装修繕工事          
　　・舞地区舗装修繕工事          ・光陽台地区舗装修繕工事         
　　・下荘地区舗装修繕工事        ・箱の浦地区舗装修繕工事            
　　・桃の木台地区舗装修繕工事                  
　○負担金補助及び交付金　　　　　　　　　
　　・道路橋梁修繕に伴う維持管理支援負担金
　　・大阪府都市基盤施設維持管理システムに伴う負担金　

③河川費
1　河川総務費 市内一斉美化作業 5,768,424 　阪南市自治会連合会による市内一斉美化作業に際し、ビニール袋及び土のう袋を
　P228～P231 旧[政策共創室] 各自治会に配布するとともに、排出された廃棄物の収集、運搬、処分を行った。

現[市民共創課] 　　・ビニール袋　14,336枚
　　・土のう袋　14,236枚

河川管理事業 21,657,059 　河川水路等の機能回復を図り、防災上の安全のため、下記のとおり施設の点検、
[河川農水課] 清掃及び維持補修工事を実施した。

　　〇委託                               
　　　・逆流防止弁点検委託                      ： 4回/年
　　　・旭地区ポンプ場操作管理業務委託          ：12回/年　
　　　・車屋川排水機場電気工作物保安管理業務委託：12回/年　
　　　・旭地区ポンプ場排水ポンプ保守点検業務委託 　　　　　       
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
　　　・排水路浚渫清掃業務委託                      
  　　　①市内排水路浚渫清掃業務委託   ：作業期間14日間
　　　　②その他排水路浚渫清掃業務委託：11件
　　　・河川管理委託料(草刈り等)             
　　〇工事                 
　　　・その他小工事：35件       

河川管理臨時対策事業 58,457,300 　本市管理河川（井関川、田山川）について、早急に改修が必要な箇所の設計業務
[河川農水課] や改修工事を実施した。

　　・委託：田山川護岸復旧測量設計業務委託
　　・工事：井関川護岸改修工事
　令和5年6月2日に発生した豪雨により崩落した山中川左岸の復旧工事を実施した。
　　・工事：山中川左岸災害復旧工事

⑤都市計画費
1　都市計画総務費 尾崎駅整備及びまちづく 397,800 　令和5年度より実施している尾崎駅前の一方通行化による影響等を踏まえ、南海
　P232～P235 りプロジェクト事業 本線尾崎駅周辺の賑わいや魅力の創出のための調査分析を、和歌山大学との共同研

[都市整備課] 究により実施した。

2　公園費 公園維持管理事業 23,813,194 　都市公園及び児童遊園等の適切な維持管理と充実を図るために、次の事業を実施
　P234～P235 [道路公園課] した（都市公園：29か所、児童遊園：67か所、わんぱく王国、飯ノ峯川緑道）。

　〇委託　　　　　　　　　　　　　　　　
　・管理委託業務：
　　　各公園ゴミ収集（月2回）、草刈り（年1～2回程度）
　　　樹木剪定等、箱作公園管理
　・スカイタウン内公園維持管理業務：
　　　桃の木台中央公園、桃の木台西公園、桃の木台南公園、
　　　桃の木台東公園、桃の木台展望緑地の維持管理業務
　　　　①除草、芝刈（年2回）　　　　　　　　　　
　　　　②植物剪定（必要に応じて）　　　　　　　　　　　　
　　　　③園内清掃及びゴミ拾い（週1回）　　　　　　
　　　　④公園トイレ清掃（3か所、週2～3）　　　　　
　・緑地管理作業委託：
　　　樹木剪定伐採等（5件）
　〇工事　　　　　　　　　　　　　　　　
　・遊具等の修繕及び補修工事等：遊具補修、フェンス補修等（16件） 　　
　・緑地保全対策工事：樹木伐採等（1件）　　　　　　　
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
わんぱく王国維持管理 19,198,380 　管理棟業務、維持管理業務、駐車料金徴収業務等の施設運営上必要な業務を指定
[道路公園課] 管理者として山中渓自治会へ委託した。

　・入場者数：85,426人
　・駐車台数：普通車7,159台、大型車8台
　・用地借地面積：　　　　　　　　　　　　    
　　　わんぱく王国      ：51,030㎡
　　　わんぱく王国駐車場：2,723㎡

⑥下水道費
1　下水道整備費 下水道事業会計繰出金 368,300,000 　下水道事業の安定的で継続的な事業運営を図るため、一般会計から繰出金及び
　P236～P237 [下水道課] 出資金を繰り入れ、公共下水道整備のために借り入れた企業債の償還や雨水処理

に係る維持管理等の費用に充当し、下水道事業の運営及び推進に寄与した。
　・普及率　：55.9％
　・水洗化率：86.3％

(8)消防費
①消防費

3　消防施設費 緊急自動車等購入事業 49,136,720 　消防団車両について、前回更新を行ってから20年以上経過しているため、ポンプ
　P240～P241 [危機管理課] 車を2台購入した。

4　災害対策費 民間建築物耐震化推進事 850,000 　本市耐震改修促進計画に基づき、旧耐震基準で建築された既存建築物のうち耐震
　P240～P243 業 化されていない建築物について、国、府の補助制度で創設した本市の「耐震診断補

[都市整備課] 助制度」及び「耐震改修補助制度」により、耐震の促進を図った。
　・耐震診断補助：5件
　・耐震改修補助：1件

(9)教育費
①教育総務費

3　教育指導費 教育支援センター実施 7,598,040 　不登校の態様にあり、中でも心理的又は情緒的な要因によって登校できない状況
　P248～P251 事業 にある幼児・児童・生徒の居場所とし、様々な体験をしながら自己肯定感を育み、

[学校教育課] 集団生活への適応や社会的自立を支援すること及び多様な教育相談を行うことを目
的として、阪南市教育支援センター（シンパティア）を開設している。
　令和6年度より午前中から開室したことで、主に不登校や登校しづらい状況にある
児童生徒やその保護者からの教育相談に応じることができた。
　・令和6年度開設日：合計208日　　
　・通所期間：Ⅰ期4月22日～7月5日、Ⅱ期9月9日～12月6日、Ⅲ期1月20日～3月7日
　・教育相談回数：延べ174回（面談、電話等）
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
外国語指導助手配置事業 33,132,374 　児童・生徒に対して、外国語を通じた言語・文化への理解やコミュニケーション
[学校教育課] 能力などを段階的に養うため、外国語指導助手（JET-ALT）8人を全小中学校に配置

し、児童・生徒が授業やその他の活動を通して外国語指導助手と交流し、英語に触
れる機会をもつことができた。
　また、冬季休業期間中に市立図書館にて、外国語指導助手による英語絵本の読み
聞かせを実施した。
・令和6年度　外国語（英語）の学習に係るアンケート結果（肯定的回答の割合）
　　「英語を使って、ALTの先生と話すことは楽しい。」
　　　小学校…85.1%　中学校…81.6%
　　「英語を使って、外国の方とコミュニケーションを取りたいと思う。」
　　　小学校…82.4%　中学校…74.1%

子ども支援員配置事業 59,792,739 　障がい等を有し、教育上特別な配慮が必要な子どもや通常の学級における、LD、
[学校教育課] ADHD、高機能自閉症等の発達障がいの可能性のある児童・生徒への支援のため、

子ども支援員を市内各小中学校に配置し、適切な支援を行った。
　子ども支援員の配置により、児童・生徒が安全安心な学校生活を送るための大き
な支援となった。
　・令和6年度配置人数
　　合計：43人（小学校：36人、中学校：7人）

　　
　　

海洋教育推進事業 6,694,795 　笹川平和財団海洋政策研究所などが主催する海洋教育パイオニアスクールプロ
[学校教育課] グラムを市内の全小学校8校で活用し、海洋教育の取組を進めた。実施校の取組に

ついては、動画にまとめ市のウェブサイトに掲載するなど、広く周知を行った。
　また、立地条件の違う小学校2校がリアルタイムオンラインで交流会を開催し、
児童が意見や感想を交流するとともに、海洋教育副読本「はんなんのうみ」を
活用した授業について研究し、2校において授業公開を実施した。

学校水泳の充実推進事業 12,955,590 　子どもの泳力と体力を向上させることを目的として、学校の水泳授業を民間の事
[学校教育課] 業者に委託して実施した。民間の屋内プールを使用することで、気候や風雨に影響

されることなく、熱中症へのリスクも軽減することができ、子どもたちにとって
安全安心な水泳授業を行うことができた。
　・児童アンケート結果（小学校3年生以上）
　　「水泳の学習は、楽しく学べましたか。」に対する肯定的回答の割合　91％

学校支援員配置事業 5,570,802 　教員の事務補助及び子どもの学習支援等を行う学校支援員を全小中学校（12校）
[学校教育課] に配置した。その結果、教員がより児童生徒への指導や教材研究等に注力すること

ができる環境となり、教職員の負担軽減を図ることができた。
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
ICT支援員配置事業 2,101,778 　小中学校においてタブレット端末等を運用するにあたり、ICT支援員を配置した。
[学校教育課] ICT支援員の業務として、各校への巡回による操作補助などを行うとともに、ヘルプ

デスクの役割や研修支援補助をあわせて行うことで、学校での円滑な運用へとつな
げることができた。
　・ICT支援員勤務日数：149日

②小学校費
1　学校管理費 小学校気化熱式冷風機 23,806,961 　夏季における熱中症対策として、小学校8校に気化熱式冷風機を導入することに
　P250～P259 導入事業 より、教育環境の改善を図った。

[教育総務課] 　・導入台数：24台

小学校照明設備LED化 1,251,360 　消費電力量の削減を図り、公共施設の脱炭素化を推進するため、小学校照明設備
事業 のLED化を行った。
[教育総務課] 　・消費電力削減見込（8時間使用）1,009kWh

③中学校費
1　学校管理費 中学校気化熱式冷風機 17,923,396 　夏季における熱中症対策として、中学校4校に気化熱式冷風機を導入することに
　P260～P267 導入事業 より、教育環境の改善を図った。

[教育総務課] 　・導入台数：18台

中学校照明設備LED化 981,750 　消費電力量の削減を図り、公共施設の脱炭素化を推進するため、中学校照明設備
事業 のLED化を行った。
[教育総務課] 　・消費電力削減見込（8時間使用）：855kWh

鳥取東中学校トイレ 100,068,496 　国の補助金を活用して、老朽化した鳥取東中学校のトイレ改修等工事を実施した。
改修等事業
[教育総務課]

④幼稚園費
1　幼稚園費 幼稚園管理事業 10,681,201 　義務教育及びその後の教育の基礎を培うため、保護者の希望に応じて幼児を保育
　P268～P273 [こども政策課] し、幼児の健やかな成長の助長と安全の確保に取り組んだ。

　・公立幼稚園数　　　：2施設　
　・年間延べ利用児童数：1,155人

預かり保育事業 1,593,249 　公立幼稚園において家庭の子育てを支援するため、希望する保護者の園児を通常
[こども政策課] 保育終了後に預かり、保育活動を行った。

　・実施施設数　　　　：2施設　　
　・年間延べ利用児童数：2,867人
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
私立認定子ども園等運営 174,784,100 　私立認定こども園を利用する就学前の子どもの教育・保育に係る費用を、施設に
事業 対し施設型給付費として給付した。
[こども政策課] 　・施設型給付対象年間延べ児童数（私立認定こども園）

　　　ワンワン認定こども園：212人
　　　アルン西鳥取夢学舎　：380人
　　　しいの実こども園　　：179人
　　　桃の木の森こども園  ：198人
　　　飛鳥ゆめ学舎　　　　：210人
　　　教円幼稚園　 　　　 ：12人
　　　浜風こども園　　 　 ：3人

子育てのための施設等利 2,746,050 　幼児教育・保育の無償化の対象となる新制度未移行幼稚園や幼稚園型一時預かり
用給付事業 事業を利用する就学前の子どもの利用者負担金の一部の費用を、保護者等に対し施
[こども政策課] 設等利用給付費として給付した。

　・給付対象年間延べ児童数：736人

私立幼稚園運営事業 109,683,697 　私立幼稚園を利用する就学前の子どもの教育・保育に係る費用を、施設に対し施
[こども政策課] 設型給付費として給付するとともに、円滑な施設運営を支援するため、補助金等を

交付した。
　・施設型給付対象年間延べ児童数（私立幼稚園）
　　　桃の木台幼稚園　：561人　　
　　　さつき台幼稚園　：668人
　　　海星幼稚園　　　：117人
　　　さくら幼稚園　　：12人
　　　熊取みどり幼稚園：4人
　・幼稚園型一時預かり事業費補助　　　　　　　　　　：4施設
　・文化センター指定管理委託料（使用料等相当分）補助：2施設

木のぬくもり推進事業 1,528,450 　森林環境譲与税を活用し、公立幼稚園及び私立教育施設に木製品の玩具等を導入
[こども政策課] した。

　・導入施設数：4施設

⑤社会教育費
1　社会教育総務費 留守家庭児童会運営事業 90,062,868 　放課後等に保護者が家庭にいない児童を対象に、全小学校区で留守家庭児童会を
　P272～P277 [生涯学習推進室] 開設し、適切な遊びや生活の場を提供するため、指定管理者と連携のうえ留守家庭

児童会を運営した。
　・在籍児童数：489人　※令和6年5月1日時点
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
生涯学習推進事業 1,306,375 　学びの機会の提供として100人のカルチャー人材登録(登録者数51人)、職員出前
[生涯学習推進室] 講座（実績活用件数6件、受講者数196人）を実施した。また、文化センターを使用

する社会教育関係団体の活動の促進を図った。

放課後子ども教室推進事 394,609 　地域の方々の参画・協力を得て、自主性・主体性・協調性のある子どもの育成を
業 目的に月2回程度、土曜日に放課後子ども教室（わくわく教室）を市内4会場（地域
[生涯学習推進室] 交流館、下荘小学校、東鳥取小学校、桃の木台小学校）で実施した。

　・参加児童数：612人（全48回）

放課後子どもの居場所事 581,000 　平日の放課後や土曜日に「子どもの居場所」を地域に3か所(ふれ愛ホーム、西鳥
業 取公民館、東鳥取公民館）確保し、子どもと大人の交流活動を通じて子どもの育成
[生涯学習推進室] を図った。　

　・延べ実施回数：　159回　
　・延べ参加数　：1,784人

社会教育運営管理事業 28,132,405 　歴史資料展示室として使用していた旧東鳥取幼稚園建物の老朽化により、建物を
[生涯学習推進室] 全部除却し、旧東鳥取小学校体育館に新たな歴史資料展示室を開室した。

2　公民館費 東鳥取公民館管理運営事 13,637,194 　社会教育の場として、地域の学びと交流の拠点となる公民館を目指し、人材育成
　P276～P281 業 や「地域のことは地域の手で」をテーマとした「阪南市版社会教育士講座」、地域

[中央公民館] の人材登用を推進する「となりの達人講座事業」など、地域の教育力の向上を図っ
た。また、公民館クラブ活性化事業では、7クラブが講座を開催し、公民館活動の
活性化を図ることができた。
　・講座事業数　　　：33事業
　・講座等参加者数　：2,093人
　・公民館利用者数　：15,576人

西鳥取公民館管理運営事 16,747,592 　社会教育の場として、地域住民の学びと交流の拠点となる公民館を目指し、子育
業 て中の親子の交流を図る子育てサークル育成事業、障がい者の社会参加の促進とボ
[中央公民館] ランティアとの交流による障がい者理解、日本の伝統文化和太鼓普及事業、おやこ

カーニバルなどを開催し、市民の学習機会を提供した。
　また、ロビーを積極的に活用し、登録クラブと「ロビーコンサート」を共催する
など、地域の居場所としての広がりを図った。
　・講座事業数　　　：49事業
　・講座等参加者数　：3,885人
　・公民館利用者数　：15,783人
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
尾崎公民館管理運営事業 9,812,927 　社会教育の場として、地域住民の学びと交流の拠点となる公民館を目指し、公民
[中央公民館] 館内で1泊2日の避難所体験をしていただく「防災講座」をはじめ、「ひきこもり地

域の居場所づくり支援講座」など、地域課題に即した講座を開催した。
　また、公民館利用者のボランティアによる地域の居場所「おざき公民館食堂」を
毎月定期的に開催することで、交流の場づくりや地域の担い手づくりを促進するこ
とができた。
　・講座事業数　　　：39事業
　・講座等参加者数　：7,396人
　・公民館利用者数　：28,222人

中央公民館管理運営事業 8,164,099 　令和3年4月から指定管理者制度を導入し、市全域の社会教育の推進、地区公民館
[中央公民館] の統括を行うため、中央公民館体制を構築している。

　地域コミュニティの拠点機能の強化を目指して、地域の担い手育成を目的とした
講座を開催し、生きがいや地域社会とかかわりを持つきっかけづくりを図ることが
できた。
　・講座事業数：2事業
　・講座参加者数：22人
　また、東鳥取公民館において、地域に在住の外国人に対する日本語教室を実施し、
交流を図った。
　・日本語教室：
　　　登録者数：16か国　68人（令和7年3月末現在）
　　　教室開催数：年間1,123回
　　　日本語教室登録指導者数：59人
　加えて、これまで小学校で培われてきた「海洋教育」を、幅広い年代に拡大して
推進するため「はんなん海の学校」事業を実施した。

東鳥取公民館管理臨時対 252,340 　東鳥取公民館自家発電設備バッテリー交換を要したため、更新を図った。
策事業 　・自家発電設備バッテリー交換等工事
[中央公民館]

西鳥取公民館管理臨時対 15,091,296 　西鳥取公民館の不具合箇所の改修を図った。
策事業 　・非常用発電機蓄電池取替工事
[中央公民館] 　・浄化槽ブロア取替工事

　・電話設備更新工事
　・空調設備工事

指定管理者運営支援事業 438,000 　原油価格高騰、物価高騰の影響を受けている阪南市教育委員会所管の社会教育施
[中央公民館] 設に対して、電気料金の高騰分を支援するための支援金を阪南市教育委員会社会教

育施設指定管理者電気料金高騰対策緊急支援金交付要綱に基づき実施した。物価高
騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した。
　・東鳥取公民館：交付額162,000円　　・西鳥取公民館：交付額276,000円
　・尾崎公民館：交付額0千円（電気使用料が発生しないため）
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
3　文化財保護費 文化財保護啓発事業 11,404,889 　市民が歴史と文化を大切に思い、地域に誇りをもって暮らせるよう、文化財や伝
　P280～P283 [生涯学習推進室] 統芸能などの調査・保護・保存・継承に取り組んだ。

　埋蔵文化財事務の広域化(3市1町)事務において、効率的な事務執行に取り組んだ。
　阪南市域における開発に伴う埋蔵文化財包蔵地内での開発届44件、阪南市開発指
導要綱に伴う開発届8件のうち、2件の発掘調査を行った。

文化財保護啓発事業 528,000 　デジタル田園都市国家構想交付金を活用し、文化財を活用した豊富な学習機会の
（デジタル田園都市） 提供や活発な啓発活動を行うことを目的として構築・公開した文化財デジタルアー
[生涯学習推進室] カイブを生涯学習の場や小学校の郷土学習等で活用した。

 5　文化センター 文化センター・図書館 151,441,304 　市民の生涯学習、文化芸術の普及及び振興を図るため、指定管理者と連携して、
　・図書館費 運営事業 文化センター・図書館の効率的な管理運営に取り組んだ。
　P282～285 [生涯学習推進室] 　・文化センター利用件数：  1,836件　※令和7年3月末現在

　・文化センター入場者数：121,235人
　・図書館貸出冊数　　　：316,652冊　
　・図書館延べ貸出者数　： 96,489人　

文化センター・図書館 59,770,436 　老朽化している非常用自家発電機及び文化センター・リハーサル室系統の空調機
改修事業 の更新工事を実施するとともに、図書館については、森林環境贈与税を活用して国
[生涯学習推進室] 産材の木製カウンターの更新を行った。

絵本で育む子どもとのふ 2,400,000 　大阪府新子育て支援交付金を活用し、赤ちゃんの言葉と心を育むブックスタート
れあい事業 や、絵の本ひろば等を指定管理者により実施し、親子のふれあいの推進を図った。
[生涯学習推進室] 　・ブックスタートパック配布数：173パック

　・絵の本ひろば開催数：放課後子ども教室2回
　・作家講演会、ワークショップ及び絵本に関する人形劇(3回)：参加者221人

⑥保健体育費
2　体育施設費 保健体育運営事業 8,074,764   多くの市民がスポーツに親しむことができるよう、社会教育関係団体の育成や、
　P286～P287 [生涯学習推進室] 生涯スポーツの振興を図った。

　・青少年スポーツ奨励金交付件数：34件

体育施設管理事業 58,126,767   市民の体育、スポーツ、レクリエーションの普及振興と健康の維持増進を図るた
[生涯学習推進室] め、指定管理者と協力して社会体育施設の効率的な管理運営に取り組んだ。

　・社会体育施設利用者数：118,116人
　・体育教室等（指定管理者実施分）受講者数：9,218人
　・各種大会出場者数：2,119人　
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
体育施設改修事業 4,521,000   老朽化している総合体育館の受変電設備（高圧受電ケーブル及びコンデンサ）の
[生涯学習推進室] 更新工事を実施した。

3　学校給食費 給食センター管理運営事 113,775,379 　学校給食により、日常の食生活の正しい理解と望ましい習慣を養い、学校生活を
　P286～P291 業 豊かにし、明るい社交性を養うとともに、各地域の伝統的な食文化についての理解

[学校給食センター] を深め、食生活の合理化、栄養の改善及び健康の増進を図るため、下記の学校給食
事業を行った。
　また、センター改修後の小中学校給食、統合への調整等を行った。
　・年間給食日数：188日　
　・給食献立の多様化と給食内容の更なる充実を図った。

　 　・行事食等の特別献立、大阪の郷土料理等の大阪ウィークを実施した。
　・阪南市産の食材の料理、児童の考えた献立の募集
　　　　　　　　　（募集した献立の実施は令和7年5月～6月に計8回予定）
　・学校給食を活用した食に関する指導を児童に対し行った。
　・望ましい食習慣形成を図るため、学校給食を通じ学校・家庭・給食センター
　　の連携を図った。
　　　　小中学校給食統合に係る説明会：2回
　　　　献立委員会　　　　　　　　　：月1回開催11回
　　　　物資購入委員会　　　　　　　：月1回開催11回
　　　　給食試食会　　　　　　　　　：2園

中学校給食事業 64,703,287 　学校給食により、日常の食生活の正しい理解と望ましい習慣を養い、学校生活を
[学校給食センター] 豊かにし、明るい社交性を養うとともに、食生活の合理化、栄養の改善及び健康の

増進を図るため、下記の学校給食事業を行った。
　また、センター改修後の小中学校給食、統合への調整等を行った。
　・年間給食日数：189日（うち、158食：デリバリー31食：給食センターから食缶）
　・給食献立の多様化と給食内容の更なる充実を図った。
　・行事食等の特別献立　　　　　　　：12回
　・全国学校給食週間　　　　　　　　：5回（テーマ：日本の味めぐり）
　・生徒が考えた献立の実施　　　　　：14回
　・望ましい食習慣形成を図るため、学校給食を通じ学校・家庭・給食センターの
　　連携を図った。
　　　　小中学校給食統合に係る説明会：2回
　　　　中学校給食委員会　　　　　　：2回
　　　　給食試食会　　　　　　　　　：3校
　・学校給食を活用した食に関する指導を生徒に対し行った。
　・救給カレーを購入し、給食の安定供給を強化した。

- 43 -



款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
学校給食センター改修事 1,602,738,938 　建物劣化度等の調査を行った上で、CM事業者と協力のもと基本計画を策定し、デ
業 ザインビルド方式での発注を行うための要求水準書等を作成し、設計施工事業者を
[学校給食センター] 選定することができた。また、令和5年度中に予定していた調査や設計が完了し、

令和6年度より工事着手し、令和7年1月31日に竣工した。

小・中学校給食物価高騰 29,249,850 　エネルギー・食料品価格等の物価高騰による小中学生の保護者の負担を軽減する
対策事業 ため、阪南市立小・中学校に通う児童・生徒の保護者が支払う給食費の物価高騰分
[学校給食センター] （50円/食）に対し、内閣府の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活

用し、令和6年度も保護者負担を抑えた。
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国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明

国民健康保険特別会計 国民健康保険事業 5,978,982,648  令和6年度における国民健康保険事業運営の概要は、次のとおりとなった。
[保険年金課]  ・被保険者数　年度末 9,719人　　 年平均10,103人

 ・世帯数　    年度末 6,577世帯　 年平均 6,783世帯
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介 護 保 険 特 別 会 計
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明

介護保険特別会計 介護保険事業 5,372,797,017 　令和6年度における介護保険運営の概要は次のとおりとなった。
[介護保険課]

(2)保険給付費 4,746,546,161

①介護サービス等諸費 居宅介護サービス 2,405,296,509 　・認定申請者（4月～3月までに新規・更新・区分変更申請含む）
1.居宅介護サービス給付費 2,256,840,924 　　2,853件/年：月平均237件/月の申請があり、うち74件/月が新規申請である。
　P26～P27 　・訪問調査　2,796件/年（うち121件は委託、18件は受託)

　　市の職員が専任で訪問調査を行い、公正、公平、中立性を保った。
②介護予防サービス費等諸費 　・認定審査　2,753件/年

1.介護予防サービス給付費 148,455,585
　P28～P29 主な在宅サービス利用件数（月平均）

①介護サービス等諸費 施設介護サービス 1,070,677,406
2.施設介護サービス給付費 1,070,677,406
　P26～P27

施設サービス利用件数（月平均）
④高額介護サービス等費 高額介護サービス 124,389,895

1.高額介護サービス費 124,205,057
2.高額介護予防サービス費 184,838
　P30～P31

①介護サービス等諸費 介護サービス計画給付 280,208,812 各サービス年間件数及び給付金額
5.居宅介護サービス計画給付費 244,888,902
　P26～P27

②介護予防サービス費等諸費
4.介護予防サービス計画給付費 35,319,910
　P28～P29

①介護サービス等諸費 地域密着型サービス 711,180,819
8.地域密着型介護サービス給付費 705,757,577
　P28～P29

②介護予防サービス等諸費
6.地域密着型介護予防サービス 5,423,242
　給付費
　P28～P29
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明
①特定入所者サービス等費 特定入所者サービス 88,258,556

1.特定入所者介護サービス費 88,247,886
3.特定入所者介護予防サービス費 10,670
　P30～P31

①高額医療合算介護サービス等費 高額医療合算介護 22,002,092
1.高額医療合算介護サービス費 サービス 21,903,029
2.高額医療合算介護予防サービス費 99,063
　P30～P31

①介護サービス等諸費 住宅改修 31,458,917
4.居宅介護住宅改修費 14,166,573
　P26～P27

②介護予防サービス費等諸費
3.介護予防住宅改修費 17,292,344
　P28～P29

①介護サービス等諸費 福祉用具購入 8,715,701
3.居宅介護福祉用具購入費 5,923,884
　P26～P27

②介護予防サービス費等諸費
2.介護予防福祉用具購入費 2,791,817
　P28～P29

①その他諸費 審査支払手数料 4,357,454
1.審査支払手数料 4,357,454
　P28～P31

(4)地域支援事業費 介護予防普及啓発事業
②一般介護予防事業費 介護予防普及啓発 24,482,032 高齢者全体への介護予防普及啓発として、①体操、栄養、口腔等の介護予防教室、

1.一般介護予防事業費 事業費 24,482,032 ②介護予防に関するパンフレットの作成、③健康相談、④市民公開講座等の啓発活
　P32～P35 [介護保険課] 動、⑤その他介護予防の普及啓発及び健康の維持増進に資する取組を行い、市民の

旧［健康事業準備室］ 介護予防に関する意識向上につながった。
現［健康増進課］ ・各事業年間開催数及び延べ参加人数
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後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計
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款 項 目 主要施策の名称 決　算　額（円） 施　　策　　の　　成　　果　　説　　明

後期高齢者医療特別会計 後期高齢者医療事業 2,032,258,103 　高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、75歳以上の方と65歳から74歳まで
[保険年金課] の一定の障がいがあると認められた方を対象に、広域連合と連携しつつ、きめ細

やかな相談体制を図り、健康増進と医療の確保に努めた。

○被保険者数（令和7年3月末現在）　10,155人  
　（うち、65歳から75歳未満の被保険者　126人）

○療養給付費負担金（概算払い）
　　療養給付費の1/12に相当する額を、市町村が負担する。
　　翌年度に精算される。
　　　　　　　　　　　　　　　　832,250,526円

○給付件数と金額（※現金給付分）
　・高額療養費　　　19,656件　 　90,514,012円
　・高額療養費（年間外来合算）　　　　　
　          　　　　　 100件　 　 3,016,071円
　・療養費　　　　 　　390件　　 11,028,733円
　・葬祭費　　　　　 　500件   　25,000,000円
　・人間ドック費用  　 145件   　 3,760,000円

○集団健診事業実施件数と金額
　　　　　　　　　　 　252件  　 　2,444,520円
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